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研究要旨 

訪問看護利用者の介護保険サービスの利用パターンと利用者の特徴を把握すること、利用者の多

側面から訪問看護の効果を検討することを目的に、訪問看護事業所に所属する管理者、訪問看護師、

利用者を対象とした調査を実施した。 

訪問看護利用者 77 名を対象に 3 か月間の利用者状態および訪問看護と介護サービスの利用状況の

変化、6 か月間の転帰を収集した。6 か月後の転帰では、77 名中 13 名 (16.9％) が 6 か月後に死亡し

ていた。訪問看護および介護保険サービスの利用パターンは、クラスター分析により「訪問系サー

ビス利用」群、「通所系サービス利用」群、「総合的なサービス利用」群に分類された。「訪問系サー

ビス利用」群において医療保険による訪問看護利用割合が高かった一方、「通所系サービス利用」群

では全員が介護保険による訪問看護を利用していた等、日常生活自立度や主疾患、アウトカム指標

の達成状況に群ごとの特徴が見られた。このことから、医療・介護報酬データにより示された介護

サービス利用パターンは、利用者の状態像を反映する可能性が示唆された。ビッグデータを用いた

研究において、サービス利用パターンを利用者の状態像の代替指標として活用できる可能性がある。 

長期ケアの質指標として我々が作成した VENUS 指標で定義されている、長期ケアにおいて達成

すべき望ましい 21 のアウトカム項目 (表 1 参照) の状態を用いて、初回調査と 3 か月後調査の達成

状況の比較を行った。分析の結果、初回調査と比較して 3 か月後調査では「寝床以外の活動の維持」

の達成割合が有意に低く、「入院予防」の達成割合が高い傾向にあった。この結果から、時間の経過

に伴い利用者の ADL は徐々に悪化する一方で、訪問看護の利用により疾患の悪化による入院を防げ

ている可能性が示唆された。 

訪問看護の提供時間と質指標達成との関連については、全国平均 (月 6 回、各回 48.9 分) より少

ない週 1 回 30 分訪問 (120 分/月)、平均より多い週 1 回 90 分 (360/月) を区切りとし、提供時間の多

寡によるアウトカム指標への効果を検討した結果、週 1 回 30 分 (120 分/月) 超過の訪問を行ってい

る場合に「孤独感の 小化」のアウトカム指標の達成割合が高いことが示された。訪問看護師が利
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用者の孤独感を和らげる心理社会的な介入を行う上で、サービス提供時間数の確保が重要であると

考えられる。一方で、週 1 回 90 分超過の訪問を行っている場合に「尿路感染症予防」「呼吸器感染

症予防」のアウトカム指標の達成割合が低いことが示された。これらの利用者は状態が悪い者が多

いと考えられるが、こうした利用者に対して訪問看護師は顕在的な問題への対処に時間を要し、尿

路感染症や呼吸器感染症等の不顕在リスクを予防する支援の実施が困難である可能性がある。今後、

分析対象を状態の悪い対象者に限定した場合に、訪問看護の提供時間がアウトカムの達成に与える

影響について検討する必要がある。 

加算算定と質指標達成との関連については、介護保険の緊急時訪問看護管理加算もしくは医療保

険の 24 時間対応体制加算を算定している利用者の方が、「呼吸困難への対処」「認知機能低下による

生活障がいの 小化」のアウトカム指標を達成していた。以上より、緊急時訪問看護管理加算・24

時間対応体制加算の算定により、適時の相談対応・訪問が可能になり、利用者の身体的症状を速や

かに取り除くことができた可能性が考えられる。 

VENUS 指標におけるアセスメント実施の結果を用いて算出した「包括的アセスメント指標」とア

ウトカム指標の達成状況との関連を検討した結果、包括的アセスメントが実施されているほど、「社

会的交流の確保」「希望するケアの実現」「寝床以外の活動の維持」のアウトカム指標が達成されて

いることが明らかとなった。訪問看護師が利用者を包括的にアセスメントすることで、社会心理的

な側面も含めて利用者を全人的に理解し、社会的交流の確保、希望するケアの実現に向けた効果的

な介入が可能になったと考えられる。また、包括的アセスメントの実施により訪問時以外の利用者

の生活を正確に把握することができ、寝床以外での活動の促進につながった可能性がある。 

以上、訪問看護の効果の評価において、利用者の状態を多面的にとらえる指標の活用を検討する

必要性が示唆された。 

 

A. 研究目的・背景 

近年、診療・介護報酬データを用いて医療・介

護サービスの利用状況を把握し、それらサービ

スの利用が利用者に与える効果を検証する研究

が進められている。疾患や介護度、家族状況と

いった特性が医療・介護サービスの利用に関連

していることが多いため、サービス利用の効果

を検討する上でこれらの特性を調整する必要が

ある。しかし、診療・介護報酬データにおいて利

用者の状態を把握できる変数は非常に限定され

ているため、適切なリスク調整が困難であると

いう限界がある。 

各サービスの組み合わせや費用などの利用状

況 (利用パターン) から各利用者の状態像をあ

る程度予測することができれば、特定のサービ

スの効果を検討する際に、利用パターンを利用

者の状態像の調整に活用できる可能性がある。 

また先行研究において、訪問看護の効果を評

価するアウトカムは、診療・介護報酬データか

ら把握できる死亡や入院、要介護度などに限定

されている。しかし訪問看護は、利用者の身体

面だけでなく心理社会面も含めた多様な側面に

働きかけて在宅療養を支援している。そのため、

利用者の状態をより多面的にとらえる指標を用

いて、訪問看護の効果を明らかにする必要があ

る。 

そこで本研究では、1) 訪問看護および介護保

険サービスの利用パターンと各パターンにおけ

る利用者の特徴を把握すること、2) 多様なケア

の領域を評価する指標を用いて訪問看護の効果

を検討することを目的とした。 
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B. 研究方法 

1. 対象 

訪問看護事業所に所属する管理者、訪問看護

師および利用者を対象とした。 

静岡県看護協会を通じて、県内の訪問看護事

業所に研究協力を依頼し、11 件の訪問看護事業

所より同意を得た。同意の得られた事業所に対

し、1 事業所当たり 10 名の利用者とその利用者

を担当する訪問看護師の参加を依頼した。利用

者は直近の退院日が近い順に、主疾患ががん末

期、がん以外の終末期、神経難病、脳血管疾患、

呼吸器疾患、循環器疾患、認知症のいずれかに

該当する者を優先的に選定するよう、訪問看護

師に依頼した。 

 

2. 調査方法 

1) 調査期間およびデータ収集方法 

調査は、2020 年 12 月〜2021 年 6 月に実施し

た。 

2020 年 12 月、対象事業所の管理者、訪問看護

師にウェブ調査の回答および前月分の診療・介

護報酬請求書の提出を依頼し (初回調査)、その

3 か月後に再度ウェブ調査への回答と前月分の

診療・介護報酬請求書の提出を依頼した (3 か月

後調査)。さらに初回調査の 6 か月後に利用者の

転帰に関する質問紙調査を実施した (6 か月後

調査)。 

 

2) 調査項目 

(1) 事業所・利用者特性 

事業所特性として、管理者に開設主体、常勤

換算職員数、認定看護師・専門看護師の人数、加

算の届け出状況を尋ねた。 

利用者特性として、訪問看護師に年齢、性別、

訪問看護を利用する際の保険種別、居住形態・

世帯構成、主介護者の続柄、主疾患・副疾患、要

介護度、状態像、障害高齢者の日常生活自立度、

認知症高齢者の日常生活自立度を尋ねた。また

3 か月後調査時、6 か月後調査時には、各利用者

の転帰を尋ねた。 

 

(2) 長期ケアの質指標(VENUS 指標) 

訪問看護師に「長期ケアの質指標 (Visualizing 

Effectiveness of Nursing and Long-term care ：

VENUS 指標)」の項目を尋ねた。VENUS 指標は、

在宅ケア等の長期ケアの質を評価するために開

発された (Fukui et al., 2021)。長期ケアが目指す

8 つの領域 (ドメイン) に、21 のアウトカム項目

と各アウトカム項目に対応するプロセス項目 

(78 のアセスメント項目および 66 のケア項目) 

が含まれる (表 1)。 

本研究では各アウトカム項目において達成す

べき望ましい状態を定義した。問題が発生して

望ましい状態を達成できなかった場合を「アウ

トカム達成なし」(=0)、問題の発生がなく望まし

い状態を達成できた場合を「アウトカム達成」

(=1) と 2 値化し、「アウトカム指標」として分析

に用いた。例えば、「入院予防」のアウトカム項

目において、過去 30 日間の入院回数に関する質

問に「なし (0 回)」と回答した場合、「アウトカ

ム達成」(=1) と評価される (山本，2021)。 
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なおアウトカム項目のうち「日常的な活動の

維持」は 2 時点の変化により評価を行う必要が

あるため、分析から除外した。 

 

(3) 訪問看護・介護保険サービスの提供状況 

訪問看護および訪問看護以外の介護保険サー

ビスの提供状況 (費用) は、診療・介護報酬請求

データ (訪問看護療養費明細書および介護保険

サービス提供票) により把握した。 

介護保険による訪問看護は 20分未満訪問 (訪

看 I1)、30 分未満訪問 (訪看 I2)、30 分以上 60 分

未満訪問 (訪看 I3)、60 分以上 90 分未満訪問 (訪

看 I4) に大別されるため、これらをそれぞれ 1

回あたり 20 分、30 分、60 分、90 分に換算し、

1 か月あたりの訪問看護サービスの提供時間を

算出した。 

医療保険による訪問看護は 1 回 30～90 分の

範囲であるため、1 回あたり 90 分に換算した。

長時間訪問看護加算を取得している場合には 1

回あたり 30 分に換算し、1 か月当たりの訪問看

護サービスの提供時間を算出した。 

また加算の取得状況として、医療保険の 24 時

対応体制加算および介護保険の緊急時訪問加算

算定の有無を把握した。 

 

(4) 訪問看護師による包括的アセスメント実施

状況 

訪問看護師による包括的アセスメントの実施

状況を評価するため、VENUS 指標におけるアセ

スメント項目 (プロセス) を用いて包括的アセ

スメント指標を算出した。包括的アセスメント

指標は、各項目 (合計 78 項目) のアセスメント

を過去 30 日間に実施したかの質問に対し、訪問

看護師が「はい」と回答した項目数を合計して

算出し、分析に用いた (数値が大きいほど包括

的アセスメントを実施できていることを示す)。 

 

 

3) データ分析方法 

(1) 各調査項目について記述統計量を算出した。 

(2) 訪問看護および訪問看護以外の介護保険サ

ービスの利用パターンを明らかにするため、

各サービスの費用を用いた非階層クラスタ

ー分析を行った。クラスターごとに利用者特

性の記述統計を算出し、各クラスターの特徴

を検討した。 

(3) 訪問看護の利用状況による効果を検討する

ため、3 か月後調査時の VENUS 指標のアウ

トカム指標を従属変数、初回調査時の訪問看

護の利用状況 (訪問看護の訪問時間、加算の

算定状況、包括的アセスメントの実施状況)

を独立変数とした多重ロジスティック回帰

分析を実施した。 

分析には統計解析ソフト IBM Statistical 

Package for the Social Sciences (version 28.0) を用

い、有意確率 0.05 未満を有意とした。 

 

4) 倫理的配慮 

対象者である訪問看護事業所の管理者、訪問

看護師、利用者に対し、研究説明書を用いて、研

究の目的、任意の参加であること、プライバシ

ーが保護されていること等について説明した上

で、文書による同意を得た。対象者は個人識別

符号を用いて匿名化された。照合表は各事業所

で保管され、研究者は個人情報を取得しなかっ

た。 

東京大学大学院医学系研究科研究倫理委員会

の承認を得て実施した (承認番号 2020263NI-

(1))。 

 

C. 研究結果 

1）対象者の特性：記述統計量 

訪問看護事業所 (n=11) の管理者 11 名、訪問

看護師 73 名、利用者 108 名から参加の同意が得

られた。同意が得られた利用者のうち、同意撤

回 (n=5)、回答データの欠損 (n=26) を除外した
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77 名のデータを分析に用いた (図 1)。 

 

(1) 事業所・訪問看護師の特性 

訪問看護事業所の開設主体は、公益社団法人

が 4 事業所 (36.4%) と社会福祉法人が 4 事業所  

(36.4%) と多く、医療法人、市区町村、一般財団

法人がそれぞれ 1 事業所 (9.1％) だった。訪問

看護師の常勤換算数は、平均 (±標準偏差) 9.6 名 

(±2.9) 名であった。機能強化型訪問看護療養費

加算の取得をしている事業所は、7 事業所 

(63.6%)、認定看護師および専門看護師の所属す

る訪問看護事業所は、それぞれ6事業所 (54.5％)、

1 事業所 (9.1％) であった (表 2)。 

訪問看護師の訪問看護師経験年数は、平均 9.5 

(±6.8) 年であった。介護支援専門員の資格を有

する者が 14 名 (28.6％)、認定看護師が 5 名 

(10.2％)、専門看護師が 1 名 (2.0％)であった (表

3)。 

 

(2) 利用者特性 

利用者の年齢は、平均 80.0 (±10.1) 歳、80 歳

代が 32 名 (41.6％)と も多く、次いで 70 歳代

が 23 名 (29.9％)であり、 小年齢は 43 歳、

高年齢は 100 歳だった。性別は男性が 44 名 

(57.1％)、医療保険による訪問看護の利用が 17

名 (22.1％) だった。 

障害高齢者の日常生活自立度は、ランク J (自

立) が 26 名 (33.8％) と も多く、次いでラン

ク A  (準寝たきり) が 25 名 (32.5％) だった。

認知症高齢者の日常生活自立度は、なし (自立) 

が 23 名 (29.9％)、ランクⅠ (日常生活ほぼ自立) 

が 19 名 (24.7％) だった。 

6 か月後調査時点で訪問看護を継続している

利用者は 56 名 (72.7％) であり、13 名 (16.9%) 

が死亡し、4 名 (5.2％) が入院していた (表 4)。 

 

(3) VENUS 指標 

初回調査と 3 か月後調査で、VENUS 質指標

(「日常的な活動の維持」を除く 20 項目) の達

成割合を比較した。寝床以外の活動が維持され

た利用者は、初回調査と比較し 3 か月後調査で 

年齢
性別 ⼥性 49 (100)
就業形態 常勤 32 (65.3)

⾮常勤 17 (34.7)
看護師経験年数 (年)
訪問看護経験年数 (年)
資格（複数選択）

介護⽀援専⾨員 14 (28.6)
認定看護師 5 (10.2)
専⾨看護師 1 (2.0)

SD: standard deviation

9.5 ± 6.8

表3．訪問看護師特性（n=49）
n(%)

Mean ±SD
47.4 ± 7.9

20.7 ± 8.0
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 有意に少なかった (p = 0.007)。そのほかの指

標では、初回調査と 3 か月後調査の間で違いは

みられなかった (表 5)。 

 

(4) サービス利用状況 

介護保険報酬の点数 1 点あたり 10 円に換算

し、各サービスの費用額を算出した。訪問看護

の費用総額は、初回調査が平均 58,590 (±44,488) 

円に対し、3 か月後調査では平均 63,063 円 

(±63,988) 円とやや増加した。医療保険による

訪問看護の費用額は、初回調査で平均 18,626 

(±51,252) 円、 3 か月後調査で平均 26,917 

(±71,411) 円と増加した。一方、介護保険による

訪問看護の費用額は、初回調査 37,240 (±31,300) 

円から 3 か月後調査 35,963 (±31,286) 円とわず

かに減少した。 

訪問看護以外の介護保険サービスは、利用総

額が初回調査では平均 59,234 (±83,666) 円に対

し、3 か月後調査では平均 51,059 (±73,660) 円

とやや減少した。各サービスを個別に比較した

ところ、訪問リハビリテーション、訪問入浴以

外のサービスが 3 か月後調査時点で減少傾向

にあり、特に通所リハビリテーションは有意に

減少していた (表 6)。 

 

2) サービスの利用パターンとその特徴 

(1) クラスター分析による利用パターンの分類 

対象者における訪問看護・訪問看護以外の介

護保険サービスの利用パターンを明らかにす

るため、初回調査時の訪問看護サービス費用額 

(医療保険と介護保険の総額) および介護保険

サービス (訪問介護、通所介護、短期入所、通

所リハビリテーション、訪問入浴) の各費用額

を用いた非階層クラスター分析を行った。指定

クラスター数 2～6 の範囲で検討し、 も臨床

的に説明が可能な 3 クラスターの分類を採用

した。 

クラスター1 (n=6) は、訪問看護、訪問介護、
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訪問入浴を使用し、自宅でのケア

を受けているグループだったた

め、「訪問系サービス利用」群と命

名した。クラスター2 (n=4) は、訪

問看護に加え、通所介護と短期入

所による自宅以外でのケアを組

み合わせて生活しているグルー

プだったため「通所系サービス利

用」群と命名した。クラスター3 

(n=67) は、様々な介護保険サービ

スを広く利用してケアを受けて

いるグループだったため「総合的

なサービス利用」群と命名した 

(表 7)。 

 

(2) 各パターンにおける利用者の

特徴 

クラスターの中で、クラスター

1 が 40 歳代の割合が も大きく 

(16.7％)、クラスター3 が 60 歳代、

70歳代の割合が高かった (それぞ

れ 11. 9％、32.8％)。クラスター2

では、80 歳代、90 歳代の割合が高

かった (それぞれ 75.0％、25.0％)。

クラスター3 で要支援 1〜要介護

1 の割合が比較的大き

かった (合計 34.3％)。 

クラスター1 では、主

疾患としてがん末期

(33.3 ％ ) 、神経難病 

(33.3％) の割合が高く、

クラスター2 では、認

知症 (50.0％) の割合

が高かった。クラスタ

ー3 では、循環器疾患 

(29.9％) の割合が高か

った。 

クラスター1 の費用
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額の平均 (±標準偏差) は、300,888 (±130,510) 円

であり、3つのクラスターの中で も高かった。

一方、クラスター3 では平均 88,557 (±67,799) 円

と も費用額が低かった(表 7)。 

VENUS 指標の「希望する生き方の実現」「栄

養状態の保持」「寝床以外の活動の維持」のアウ

トカム指標の達成割合について、クラスター間

で有意な差がみられた (表 8)。 

 

3) 訪問看護の利用状況と VENUS 指標達成の 

関連：多変量解析 

3 か月後調査時の VENUS 指標の各アウトカ

ム指標を従属変数とし、初回調査時の訪問看護

の利用状況  (訪

問看護の訪問時

間、加算の算定状

況、包括的アセス

メントの実施状

況 ) をそれぞれ

独立変数とした、

多重ロジスティ

ック回帰分析を

行った。対象者の

サンプル数の制

限によりモデル

が不安定となり

信頼区間に異常

値が生じた結果

は、検討から除外

した。 

(1) 訪問看護の

提 供 時 間 数 と

VENUS 指標の達

成との関連 

週 1 回 30 分 

(120 分/月) 超過

の訪問とアウト

カム指標の達成

との関連を検討

した。分析の結果、週 1 回 30 分超過の訪問を行

っているほど、「孤独感の 小化」のアウトカム

指標を達成できているという関連がみられた 

(p=0.012)。 

また、週 1 回 90 分 (360 分/月) 超過の訪問と

アウトカム指標の達成との関連を検討した。分

析の結果、週 1 回 90 分超過の訪問を行っている

ほど、「尿路感染症予防」(p=0.047)、「呼吸器感染

症予防」(p=0.017) のアウトカム指標を達成でき

ていないという関連がみられた(表 9)。 

 

(2) 加算算定と質指標達成との関連 
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利用者における緊急時訪問看護加算 (介護保

険) もしくは 24 時間対応体制加算 (医療保険) 

算定の有無とアウトカム指標の達成との関連を

検討した。分析の結果、加算を算定しているほ

ど「呼吸困難への対処」(p=0.003)、「認知機能低

下による生活障がいの 小化」(p=0.046) のアウ

トカム指標を達成できているという関連がみら

れた (表 10)。 

 

(3) 包括的アセスメントの実施と質指標達成と

の関連 

訪問看護師による利用者の包括的アセスメン

トの実施とアウトカム指標の達成状況との関連

を検討した。分析の結果、「社会的交流の確保」

(p=0.007)、「希望するケアの実現」(p=0.039)、「寝

床以外の活動の維持」(p=0.004)のアウトカム指

標において、包括的アセスメントを実施してい

るほどアウトカム指標を達成できているという

関連がみられた (表 11)。 

 

D. 考察 

本研究では、医療・介護報酬請求データを用

いて訪問看護と訪問看護以外の介護保険サービ

スの利用パターンを記述した。また訪問看護の

利用状況による効果を、多領域の側面から評価

する指標を用いて検討した。サンプル数に限界

はあるものの、本研究で示したサービスの利用

パターンや訪問看護の効果の評価モデルは、今
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後、医療・介護に関するビッグデータを用いた

研究に応用できる可能性がある。 

 

1. 利用者の特徴  

本研究の参加事業所の職員常勤換算数は、平

均 9.6 名、機能強化型訪問看護管理療養費加算

を届け出ている事業所は 63.6％であった。全国

の訪問看護事業所における常勤換算数 (平均

5.3 人) (厚生労働省, 2020)、機能強化型訪問看護

療養費の届出割合 (4.8％) (厚生労働省, 2021) 

と比較し、本研究参加事業所は比較的規模が大

きく、小児や在宅看取りといった重症の利用者

へのサービス提供が一定割合を占めていると考

えられる。 

利用者の年齢は 80 歳代が一番多く、次いで 70

歳代が多かったが、この分布は全国の年齢階級

別の利用割合と同じであった  (厚生労働省 , 

2016a)。 

6 か月間の転帰では 77 名中 13 名 (16.9％) が

6 か月後調査時点で死亡していた。初回調査に

おいてがん末期の利用者が 12 名含まれていた

ことからも、本研究の対象として脆弱な状態の

利用者が多かったと考えられる。 

 

2. サービス利用パターンと利用者の特徴 

利用者が介護保険サービスをどのように組み

合わせて利用しているのかを明らかにするため、

初回調査時のサービス費用額を用いた非階層ク

ラスター分析を行い、サービスの利用パターン

を「訪問系サービス利用」群、「通所系サービス

利用」群、「総合的なサービス利用」群に分類し

た。 

医療保険による訪問看護は、「訪問系サービス

利用」群において割合が高かった一方、「通所系

サービス利用」群では全員が介護保険による訪

問看護を利用していた。またクラスターごとに、

日常生活自立度や主疾患、アウトカム指標の達

成状況に特徴が見られた。例えばクラスター1 で

は、日常生活自立度が低く、各アウトカム指標

の達成割合が低かった。 

以上より、医療・介護報酬データにより示さ

れたサービス利用パターンは、利用者の状態像

を反映していることが示唆される。今後、医療・

介護報酬に関するビッグデータを用いた研究に

おいて、サービス利用パターンを利用者の状態

像の代替指標として活用できる可能性がある。 

 

3. 質指標の経時的変化 

VENUS 指標で定義されている、長期ケアにお

いて達成すべき望ましい状態 (日常的な活動の

維持を除く 20 項目) を用いて、初回調査と 3 か

月後調査の達成状況の比較を行った。初回調査

と比較して、3 か月後調査では「寝床以外の活動

の維持」の達成割合が有意に低く、「入院予防」

の達成割合が高い傾向にあった。この結果から、

時間の経過に伴い利用者の ADL は徐々に悪化

する一方で、訪問看護の利用により疾患の悪化

による入院を防げている可能性が考えられる。

こうした訪問看護の効果は、先行研究において

も示されている  (Ju et al., 2017 ;Oyama et al., 

2013)。本研究では、訪問看護を利用している高

齢者を対象としているため、訪問看護利用の有

無による効果については、現在別調査にて検討

中である (山本, 2021)。 

以下では、訪問看護の利用状況としてサービ

ス利用時間、加算の算定、包括的アセスメント

の実施による VENUS 指標への効果について検

討する。 

 

4. 訪問看護の利用状況と長期ケアの質指標達

成との関連 

1) 訪問看護の提供時間と質指標達成との関連 

訪問看護の多くは、30 分から 90 分の範囲で

提供される。全国の利用者における月平均利用

回数は 6 回 (厚生労働省,2016b)、1 回当たり平

均 48.9 分の提供 (厚生労働省,2016c) であり、月
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平均に換算すると 293.4 分である。これを踏ま

え、平均より少ない週 1 回 30 分訪問 (120 分/

月)、平均より多い週 1 回 90 分 (360/月) を区切

りとし、提供時間の多寡によるアウトカム指標

への効果を検討した。分析の結果、週 1 回 30 分 

(120 分/月) 超過の訪問を行っている場合に、「孤

独感の 小化」のアウトカム指標の達成割合が

高いことが示された。訪問看護において、心理

社会的問題のケアは難易度が高く、多くの所要

時間を要することが報告されている (島内ほか, 

2001)。このことから、訪問看護師が利用者の孤

独感を和らげる心理社会的な介入を行う上で、

サービス提供時間数の確保が重要であると考え

られる。 

一方で、週 1 回 90 分超過の訪問を行っている

場合に「尿路感染症予防」「呼吸器感染症予防」

のアウトカム指標の達成割合が低いことが示さ

れた。要介護度が上がるほど訪問看護の回数及

び提供時間が長くなる (厚生労働省,2016b; 厚

生労働省,2016c)。また、特定の疾病や状態像を

持つ利用者に提供される医療保険による訪問看

護の方が提供時間･回数が多い  (厚生労働

省,2016b; 厚生労働省,2016c)。これらを鑑みると、

週 1 回 90 分以上の訪問を受けている利用者は、

状態が悪い者が多いと考えられる。こうした利

用者に対し、訪問看護師は顕在的な問題への対

処に時間を要し、尿路感染症や呼吸器感染症等

の不顕在リスクを予防する支援の実施が困難で

ある可能性がある。今後、分析対象を状態の悪

い対象者に限定した場合に、訪問看護の提供時

間がアウトカムの達成に与える影響を検討する

必要がある。 

 

2) 加算算定と質指標達成との関連 

介護保険の緊急時訪問看護管理加算もしくは

医療保険の 24 時間対応体制加算を算定してい

る利用者の方が、「呼吸困難への対処」「認知機

能低下による生活障がいの 小化」のアウトカ

ム指標を達成していた。 

緊急時訪問看護管理加算および 24 時間対応

体制加算は、24 時間連絡できる体制をとり計画

外の緊急時訪問を行うことができる場合に算定

できる (厚生労働省, 2017)。訪問看護事業所にお

ける 24 時間の電話対応の内容に関する調査に

おいて、 も多かった相談は身体症状に関する

内容であった (森田, 2013)。また緊急訪問を行っ

た利用者は、主疾患が悪性新生物である者が

も多く、主訴は疼痛、呼吸器症状が多かった (田

中ほか, 2022)。 

以上より、緊急時訪問看護管理加算・24 時間

対応体制加算の算定により、適時の相談対応・

訪問が可能になり、利用者の身体的症状を速や

かに取り除くことができた可能性が考えられる。 

 

3) 包括的アセスメントと質指標達成との関連 

VENUS 指標におけるアセスメント実施の結

果を用いて算出した包括的アセスメント指標と

アウトカム指標の達成状況との関連を検討した。

その結果、包括的アセスメントが実施されてい

るほど、「社会的交流の確保」「希望するケアの

実現」「寝床以外の活動の維持」のアウトカム指

標が達成されていることが明らかとなった。 

訪問看護師が利用者を包括的にアセスメント

することで、社会心理的な側面も含めて利用者

を全人的に理解し、社会的交流の確保、希望す

るケアの実現に向けた効果的な介入が可能にな

ったと考えられる。また、包括的アセスメント

の実施により訪問時以外の利用者の生活を正確

に把握することができ、寝床以外での活動の促

進につながった可能性がある。 

 

5. 本研究の限界 

調査対象となったサンプル数が小さく、サー

ビス利用パターンの分類とそれぞれのパターン

の特徴の検討を十分に行うことができなかった。

また、訪問看護の利用状況による効果の検討に
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関する分析で、利用者の特性に関する調整が不

十分であった。 

今後、診療・介護報酬データと VENUS 指標

等を用いた詳細な利用者情報を連結させるデー

タベースの開発と運用を進める必要がある。 

 

E. 結論 

訪問看護利用者の訪問看護および介護保険サ

ービスの利用パターンは、「訪問系サービス利用」

群、「通所系サービス利用」群、「総合的なサービ

ス利用」群に分類された。利用者像には、各群で

特徴が見られた。今後、医療・介護報酬に関する

ビッグデータの分析において、サービス利用パ

ターンを利用者像の代替指標として活用できる

可能性がある。 

訪問看護サービスの利用状況 (サービス提供

時間数、加算算定、包括的アセスメントの実施) 

は、長期ケアの質指標の達成に関連した。訪問

看護の効果評価において、死亡や入院だけでは

なく、利用者の状態を多面的にとらえる指標を

活用することの有用性が示唆された。 
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